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本発表の流れ

• 地方道路公社とは？

(有料道路概要と会計の仕組み）

• 公社の現状把握

(組織体制、ガバナンス、財務状況）

• 政策コストの計測とその要因

• 道路公社のあり方

• 最新事例
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道路公社の経緯
• 地方公共団体による一般有料道路の建設は、昭和40年代ごろから積極的。
• 自動車交通需要の全国的な増大に対して道路の整備は著しく立ち遅れ。
• 道路整備の推進が緊急の課題。
• 有料道路事業についてもより一層拡大していくことが要請された。
• 当時有料道路の建設主体となりえるのは道路管理者のほか日本道路公団、首

都高速道路公団および阪神高速道路公団の3公団に限られていた。
• そのため、増大する自動車交通需要に対処するために、民間の資金を積極的に

導入し、活用することにより、地方幹線道路の整備を推進していくことが必要。
• その事業主体として新たに地方道路公社【以下、道路公社】という）を創設（昭和

45年）することとされた。
• 地方道路公社は、その通行又は利用について料金を徴収することができる道路

の新設、改築、維持、修繕その他の管理を総合的かつ効率的に行なうこと等によ
り、地方的な幹線道路の整備を促進して交通の円滑化を図り、もつて地方におけ
る住民の福祉の増進と産業経済の発展に寄与することを目的

• 近年、道路需要の低下から、新規採択はゼロ。既存の道路の運営管理が主。
• 近年、政府の政策の誘導により、公社の解散が加速。
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道路公社年度別設立・解散数
(縦軸：数；横軸：暦年）
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有料道路制度の特徴



有料道路制度の特徴

①維持管理費・交通量（料金収入）の計画値の
決定方法

②料金徴収期間終了時の累積赤字への対応

③合併施行を利用しての整備

④出資金の扱い

⑤経営改善の方法

⑥その他・課題

について順次説明



①交通量・料金・維持管理費の計画値の
決定方法

• 交通量
・交通センサスを利用、料金抵抗を考慮して転換交通量を算
定

・道路整備5ヶ年計画策定資料の交通量の伸びを考慮。
・計画変更では実績平均を用いることもある。

• 料金
・利用者が受ける走行便益、時間便益（計画道路と迂回路を
通行した場合に利用者が受ける便益額）を求め、その合計
金額の範囲内で料金を設定

• 維持管理費用
・維持費：過去の実績値から計算
・管理事務所経費 ：管理事務所職員人件費 と料金収受委託
費を足す

・本社経費：本社人件費、物件費を、各有料道路の収入比率
で割掛け



②料金徴収期間終了時の累積赤字
への対応

• １：該当道路の損失補填引当金を充てる
• ２：他の道路の損失補填引当金を充てる
• ３：公社全体で調整
• ４：自治体と協議 （補助金の導入、出資金の

免除）
→ほとんどの公社がこの順番で累積赤字の補

填を検討
＊ただし、最終年度の累積赤字額が膨大になることを

見越して、毎年度の赤字額を補助金として投入して
いる公社（例。栃木県と福井県の道路公社）もある。



損失補填引当金とは？
• 災害に対する補填のためのお金。災害がなかった

場合には赤字の穴埋めに使ってよい資金
• （１）料金の徴収期間が40年の一般有料道路は消

費税を除く収入の12％
• （２）料金の徴収期間が30年の一般有料道路は消

費税を除く収入の10％
• 例）遠坂トンネル有料道路は、北近畿豊岡自動車道

及び遠坂トンネルの供用開始（平成18年）に伴う事
業計画の見直しの際に、料金徴収期間が40年に増
えたために、損失補填引当金も10％から12％に
なった。



③合併施行を利用しての整備
• メリット：道路公社の採算が取れるように計画
→公社単独で整備するよりも料金を低く出来ている。
例：砺波高岡道路（富山県道路公社）
→公社は157億円の事業費。国は用地買収等の土地に関する費用を

負担するので、約800億（約5倍）の事業費。

箕面有料道路（大阪府道路公社）
→全事業費は500億円。公共部分が100億円。

ながさき女神大橋道路（長崎県道路公社）
→全事業費800億円のうち、ほとんどを国と県の公共事業（港湾、道路事業）

として整備。公社の事業費を10億円と全体の80分の1にしているため、

償還可能。（国と県は半分ずつ負担。県は起債。）



④出資金の扱い
• 公社の設立団体として、出資金の返還を求める自

治体と、赤字額が多いために返還分の補助金を投
入する自治体があるなど対応は自治体によって違う。

• 例）返還を求める県：愛知県（交付税不交付団体）
→損失補填引当金を考慮して、現在黒字であるこ

とを見越している？
• 例）最終年度（平成20年）には県からの出資金＋貸

付金（約19億4250万円）の返済費用と累積赤字の
残り（約2億4799万円）の返済のために、補助金を
23億6698万円投入：福井県

• 例）料金値下げに伴い100億円から79億円へ出資
金の免除（21億円）：長崎県

＊元々、自治体が整備した路線を引き継いだ際には、
出資金がない。



⑤経営改善の方法１
• ネーミングライツ：検討しても良いが、きっちり契約期間

を全うするか、社会的に問題のない企業なのかなどの
点が問題。制度上は可能。（但し、法律に書かれていな
いと実行できないとする公社も有）

• パーキングエリアでのＰＦＩや指定管理者制度の導入を
検討する可能性あり。

（公社自体が有料道路の代行管理者なので、有料道路
を民間企業に委託する指定管理者を採用する気は無
い。）

• 料金徴収業務、清掃業務などはほとんどの公社で公募
入札。

（一括発注をしている公社もある→競争相手減を懸念）



⑤経営改善の方法２

• 公認会計士による事務指導の下での事務処
理や、評議員会の開催、外部監査人（公認会
計士）による監査を受けている公社が増加。

• 土木三公社の総務部門を統合している公社
もある。

• 地元の観光協会、地方自治体施設、民間企
業とのタイアップを図っている公社もある。

• 広告を出す（但し、道路案内）。



⑥その他・課題

• 有料道路が無料化されても道路区分が国道
だと、県の判断で民間に譲渡することが出来
ない。

• 有料道路沿線に何かを作ろうとしても、国立
公園にあるので、できない路線もある。

• 観光目的に整備された路線に赤字が多い。

• 平行路線や迂回路線の整備（とくに無料路
線）によって有料道路の業績が悪化。



(参考）計画値と推計値

• 計画値は有料道路の事業許可申請書に記載
する年度別推定交通量となる。ただし、債務
の償還期間途中に事業変更を行なう場合は、
変更許可申請書が作成される前年度までの
計画値の値は実績値に置き換わる。

＊計画値と実績値との乖離を見る場合、いつ
事業変更がなされたかが重要

• 推定値は毎年度見直す公社と、事業変更の
際に見直す公社とがある。



(参考）換算起債日の算出①

• 段階的追加投資の場合の換算起算日の算出

・地方有料道路の建設において段階的に部分供用を行
う事業、あるいは当初区間の供用後において拡幅、延
伸､大規模改良等の追加投資を行う事業については､料
金徴収期間を当初区間の供用開始の日から30年に限
る方式では、追加投資区間の建設時期が伸びるほど物
価上昇により建設費等の費用が上昇し､かつこれらの費
用を短期間で償還しなければならなくなり､料金水準も
割高なものとなりがちである。したがって、こうした事業
については、以下に示す換算起算日方式を適用し、料
金徴収期間を延長することにより､料金水準の急激な上
昇を回避して採算性の確保に資することができる。



(参考）換算起債日の算出②）

・段階的追加投資の場合の換算起算日の算出式

・換算起算として40年を延長した例

例）兵庫県道路公社の播但連絡有料道路

：平成4年10月22日（昭和48年11月１日に1期区間（砥堀から福崎まで

の10.2㎞、通称「1期区間」）の供用開始）

（徴収期間の終わり44年の10月22日）

各区間の建設費の累計

日数）の累計各区間の供用日までの当初区間の供用日から（各区間の建設費
　＋

当初区間の供用日

期間の起算日）換算起算日（料金徴収
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道路公社の財務状況
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資産･負債･正味財産
(2002・2006・2009年度：単位百万円) 
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出資、補助金、貸付金、債務保証債務残高

(2002・2006・2009年度：単位百万円) 
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評価、監査体制
(2002・2006・2009年度：単位百万円) 
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道路公社の交通、収支状況



道路交通量の状況（H14-17)
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平成14年度平成15年度平成16年度平成17年度平成14年度平成15年度平成16年度平成17年度平成14年度平成15年度平成16年度平成17年度
青森県道路公社 18359 18578 18792 19002 14909 14402 13821 13042 81.21 77.52 73.55 68.63
宮城県道路公社 43173 44071 44908 45883 35080 35215 36091 37111 81.25 79.91 80.37 80.88
山形県道路公社 1308 1341 1374 1374 626 588 563 555 47.86 43.85 40.98 40.39
福島県道路公社 7756 7881 7999 8130 2666 2795 2627 2736 34.37 35.47 32.84 33.65
茨城県道路公社 61762 62238 62721 64034 49559 48264 47644 47146 80.24 77.55 75.96 73.63
栃木県道路公社 22272 22488 22706 40737 10823 10642 10606 30383 48.59 47.32 46.71 74.58
埼玉県道路公社 41795 42653 43326 44156 28506 28724 26211 27000 68.20 67.34 60.50 61.15
千葉県道路公社 82324 83451 84092 90120 67579 66589 66795 69973 82.09 79.79 79.43 77.64
東京都道路公社 27350 27629 27910 30483 16600 16277 16075 15879 60.69 58.91 57.60 52.09

神奈川県道路公社 24200 24422 24637 47234 14273 14359 14362 36283 58.98 58.80 58.29 76.82
富山県道路公社 7582 7694 5416 5424 5186 5322 5306 5330 68.40 69.17 97.97 98.27
石川県道路公社 31693 32153 32629 33188 26220 23629 22313 21355 82.73 73.49 68.38 64.35
福井県道路公社 1934 1948 1956 1964 1265 1181 1068 1040 65.41 60.63 54.60 52.95
山梨県道路公社 2287 2312 2342 2366 1912 1866 1856 1845 83.60 80.71 79.25 77.98
長野県道路公社 1405428 1472030 1471335 1471440 1285125 1313963 1551605 1572816 91.44 89.26 105.46 106.89
岐阜県道路公社 19986 23985 24220 24478 16152 15738 14902 14722 80.82 65.62 61.53 60.14
静岡県道路公社 42500 46463 47005 47591 34475 36101 38801 35144 81.12 77.70 82.55 73.85
愛知県道路公社 295651 300338 348439 431634 281073 288810 326720 387828 95.07 96.16 93.77 89.85
三重県道路公社 7663 7734 7806 7855 5805 6067 5680 5504 75.75 78.45 72.76 70.07
滋賀県道路公社 68713 69013 69273 69412 73153 73113 72766 71735 106.46 105.94 105.04 103.35
京都府道路公社 822 4805 4859 4916 898 2620 2898 3080 109.25 54.53 59.64 62.65
大阪府道路公社 90949 118404 119713 121053 94581 105685 107319 109293 103.99 89.26 89.65 90.29
大阪市道路公社 10292 10394 10495 10599 6805 6813 6931 6874 66.12 65.55 66.04 64.86
兵庫県道路公社 52464 53319 53398 54804 54876 53455 53880 55101 104.60 100.26 100.90 100.54
神戸市道路公社 69279 67144 69100 71736 67738 62679 62521 63694 97.78 93.35 90.48 88.79
奈良県道路公社 38657 39280 39892 40513 38248 38076 37288 36511 98.94 96.93 93.47 90.12

和歌山県道路公社 3372 3393 3417 3438 2761 2292 2089 2027 81.88 67.55 61.14 58.96
広島県道路公社 33453 33802 34194 34548 36784 37355 38277 38782 109.96 110.51 111.94 112.26
山口県道路公社 18250 18428 18621 18833 12185 12248 12187 11963 66.77 66.46 65.45 63.52
香川県道路公社 17817 17962 18104 18249 7025 6493 6302 6088 39.43 36.15 34.81 33.36
高知県道路公社 10917 11038 11160 11282 5922 5589 5444 5143 54.25 50.63 48.78 45.59
福岡県道路公社 84826 94872 95933 96995 73356 73959 74430 75931 86.48 77.96 77.59 78.28
佐賀県道路公社 55784 56449 57103 61283 46607 46460 46075 46887 83.55 82.30 80.69 76.51
長崎県道路公社 40221 52635 52945 57074 36653 45043 42497 49129 91.13 85.58 80.27 86.08
熊本県道路公社 3164 3245 3296 3378 2894 3040 3211 3330 91.47 93.68 97.42 98.58
大分県道路公社 38076 38438 39265 39589 34570 33310 33826 34097 90.79 86.66 86.15 86.13
宮崎県道路公社 26270 26644 27005 27367 18886 18763 18275 19405 71.89 70.42 67.67 70.91

鹿児島県道路公社 21791 22158 22442 22724 18527 18506 18680 19106 85.02 83.52 83.24 84.08

法人名
日交通量

計画値（単位:台/日） 実績値（単位：台/日） 計画達成率（単位：％）



道路収支の状況（H14-17)

24

平成14年度 平成15年度 平成16年度 平成17年度 4年間の変化 平成14年度 平成15年度 平成16年度 平成17年度 4年間の変化 平成14年度 平成15年度 平成16年度 平成17年度
青森県道路公社 18,560,173 17,228,562 16,232,812 14,663,633 △ 3,896,540 33,283,382 32,782,624 32,075,288 31,467,378 △ 1,816,004 55.76 52.55 50.61 46.60
宮城県道路公社 86,410,268 82,959,706 80,060,067 76,561,150 △ 9,849,118 61,743,550 58,653,013 56,769,111 53,471,171 △ 8,272,379 139.95 141.44 141 .03 143.18
山形県道路公社 1,533,516 1,453,674 1,388,270 1,297,611 △ 235,905 1,825,704 1,824,923 1,841,341 1,830,000 4,296 84.00 79.66 75.39 70.91
福島県道路公社 7,851,445 7,250,152 6,627,330 5,980,272 △ 1,871,173 9,849,984 9,791,034 9,711,870 9,669,915 △ 180,069 79.71 74.05 68.24 61.84
茨城県道路公社 25,003,861 23,181,253 21,357,905 19,594,464 △ 5,409,397 26,061,191 25,125,690 23,702,871 22,368,654 △ 3,692,537 95.94 92.26 90.11 87.60
栃木県道路公社 16,699,202 15,231,855 13,684,967 14,881,055 △ 1,818,147 19,396,716 18,649,510 17,948,187 19,898,403 501,687 86.09 81.67 76.25 74.79
埼玉県道路公社 35,389,850 33,783,925 32,173,957 30,500,099 △ 4,889,751 38,731,454 37,727,810 36,704,107 35,661,745 △ 3,069,709 91.37 89.55 87.66 85.53
千葉県道路公社 50,972,213 47,743,357 45,166,694 44,656,618 △ 6,315,595 55,984,334 53,625,827 52,380,294 53,089,487 △ 2,894,847 91.05 89.03 86.23 84.12
東京都道路公社 30,656,722 29,892,267 29,938,447 27,956,712 △ 2,700,010 32,500,890 31,901,389 31,333,272 30,773,654 △ 1,727,236 94.33 93.70 95.55 90.85

神奈川県道路公社 32,183,621 31,181,338 30,251,609 32,837,591 653,970 35,674,009 35,423,946 35,001,389 38,086,850 2,412,841 90.22 88.02 86.43 86.22
富山県道路公社 4,687,586 4,607,957 4,481,748 4,361,648 △ 325,938 4,432,357 4,329,103 4,240,731 4,149,273 △ 283,084 105.76 106.44 105 .68 105.12
石川県道路公社 41,702,039 39,538,784 37,133,829 35,144,580 △ 6,557,459 47,526,718 45,997,717 44,338,126 43,845,417 △ 3,681,301 87.74 85.96 83.75 80.16
福井県道路公社 18,996,309 18,764,894 18,587,226 18,396,910 △ 599,399 19,028,390 18,864,496 18,765,416 18,694,796 △ 333,594 99.83 99.47 99.05 98.41
山梨県道路公社 45,756,419 43,584,757 41,185,332 38,851,975 △ 6,904,444 46,294,209 44,215,705 41,760,271 39,214,946 △ 7,079,263 98.84 98.57 98.62 99.07
長野県道路公社 10,398,951 9,889,737 9,350,416 8,771,481 △ 1,627,470 8,834,014 8,488,895 8,350,144 8,190,458 △ 643,556 117.71 116.50 111 .98 107.09
岐阜県道路公社 21,219,628 22,940,500 21,601,106 20,357,040 △ 862,588 25,117,121 27,194,131 26,343,223 25,678,353 561,232 84.48 84.36 82.00 79.28
静岡県道路公社 199,475,705 207,696,608 200,911,176 195,323,840 △ 4,151,865 208,427,507 216,597,634 210,462,213 205,425,617 △ 3,001,890 95.71 95.89 95.46 95.08
愛知県道路公社 4,990,418 4,712,274 4,371,792 4,165,992 △ 824,426 7,982,866 7,767,942 7,584,897 7,423,213 △ 559,653 62.51 60.66 57.64 56.12
三重県道路公社 7,438,733 6,860,634 6,252,051 5,638,366 △ 1,800,367 7,505,909 7,107,798 6,722,471 6,418,029 △ 1,087,880 99.11 96.52 93.00 87.85
滋賀県道路公社 22,466,796 21,410,112 20,194,864 18,592,842 △ 3,873,954 22,909,763 21,489,361 20,355,405 19,056,628 △ 3,853,135 98.07 99.63 99.21 97.57
京都府道路公社 27,758,014 28,329,458 28,432,925 28,853,527 1,095,513 27,504,133 27,578,195 27,574,280 27,519,501 15,368 100.92 102.72 103 .11 104.85
大阪府道路公社 182,904,929 189,221,092 187,911,137 183,285,240 380,311 181,585,554 188,225,922 185,108,347 183,628,589 2,043,035 100.73 100.53 101 .51 99.81
大阪市道路公社 93,734,807 90,836,235 87,956,953 84,884,102 △ 8,850,705 94,889,145 92,466,303 89,946,936 87,446,477 △ 7,442,667 98.78 98.24 97.79 97.07
兵庫県道路公社 5,465,062 5,276,722 5,060,673 4,817,708 △ 647,354 6,601,705 6,611,804 6,585,187 6,524,927 △ 76,778 82.78 79.81 76.85 73.84
神戸市道路公社 144,951,808 142,462,353 139,602,177 137,229,241 △ 7,722,567 144,951,808 142,462,353 139,070,452 136,753,193 △ 8,198,615 100.00 100.00 100 .38 100.35
奈良県道路公社 141,326,594 141,437,394 139,463,753 137,008,522 △ 4,318,072 141,583,884 141,257,559 139,647,222 137,978,592 △ 3,605,292 99.82 100.13 99.87 99.30

和歌山県道路公社 1,005,817 934,966 864,638 800,144 △ 205,673 1,082,089 1,059,161 1,039,284 1,004,913 △ 77,176 92.95 88.27 83.20 79.62
広島県道路公社 18,260,497 17,564,597 16,869,935 16,123,032 △ 2,137,465 18,263,414 17,683,868 17,013,597 16,109,462 △ 2,153,952 99.98 99.33 99.16 100.08
山口県道路公社 15,681,015 15,082,455 14,443,129 14,311,184 △ 1,369,831 15,120,629 15,137,661 14,856,830 14,571,092 △ 549,537 103.71 99.64 97.22 98.22
香川県道路公社 8,683,837 7,893,814 7,052,561 6,157,248 △ 2,526,589 11,964,963 11,800,443 11,446,790 11,159,772 △ 805,191 72.58 66.89 61.61 55.17
高知県道路公社 5,991,356 5,793,933 5,588,589 5,375,004 △ 616,352 6,839,951 6,757,640 6,699,133 6,655,089 △ 184,862 87.59 85.74 83.42 80.77
福岡県道路公社 96,589,815 92,312,236 85,835,419 83,033,150 △ 13,556,665 103,693,749 97,064,892 94,614,666 92,518,109 △ 11,175,640 93.15 95.10 90.72 89.75
佐賀県道路公社 16,163,778 16,332,432 17,518,424 21,493,107 5,329,329 18,360,609 18,980,585 19,828,542 22,916,932 4,556,323 88.04 86.05 88.35 93.79
長崎県道路公社 32,428,302 31,194,534 30,662,592 28,978,472 △ 3,449,830 36,391,790 35,234,496 34,825,911 33,384,006 △ 3,007,784 89.11 88.53 88.05 86.80
熊本県道路公社 4,167,797 4,089,183 3,984,114 3,874,852 △ 292,945 4,175,475 4,103,974 4,008,083 3,900,967 △ 274,508 99.82 99.64 99.40 99.33
大分県道路公社 23,433,820 22,359,037 21,572,671 20,533,685 △ 2,900,135 23,485,631 22,483,339 21,559,185 20,771,396 △ 2,714,235 99.78 99.45 100.06 98.86
宮崎県道路公社 12,484,982 11,245,913 9,907,788 8,461,426 △ 4,023,556 14,108,377 13,350,199 12,599,681 11,834,260 △ 2,274,117 88.49 84.24 78.64 71.50

鹿児島県道路公社 23,801,421 22,647,405 21,480,355 20,616,098 △ 3,185,323 23,069,299 21,936,174 20,802,530 19,731,442 △ 3,337,857 103.17 103.24 103 .26 104.48

法人名
年度当初未償還額

計画値（単位：1000円） 実績値（単位：1000円） 計画達成率（単位：％）
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先行研究

• 道路事業（有料道路）を対象とした分析
分析手法

現状

把握

政策コスト分析

政策コストの計測 要因分析

分
析
対
象

旧日本道
路公団

多数 杉本（2004）

財務省（2003～）

ー

地方道路
公社

赤井

（2007）

本研究 本研究

＊社会資本としての道路が国や地方の成長率に与える影響を分析した論
文も幾つか見られる。



政策コスト分析とは？
• 特徴

①主な分析対象は財投機関
（ (独) 日本高速道路保有・債務返済機は平
成22年度も分析対象、阪神高速道路（株）は
平成21年度まで）
②将来その事業に対しどの程度の補助金等
が投入されるのか（事業費の償還が終了した
時点で黒字または赤字の額がどの程度発生
するのか）を示す
③あらかじめ投入された出資金によるメリット
がどの程度になるかを試算する

26



政策コスト分析（続き）
• 政策コスト分析を用いて道路事業の評価をする理由

①損益計算書は道路事業者の各年度時点での経常
利益（損失）に注目。

②１時点での財務状況のみでもってその道路事業者
の経営状況を示すことには限界あり。

③また貸借対照表で用いられている資産は、建築価
格から把握された実質的な資産保有額であり、将来
稼得収入を表したものではなく、正味財産の大きさか
ら、道路事業者の実態を把握することはできない。
⇒道路事業者が現有する各有料道路の将来稼得収
入を考慮して、道路事業者の将来負担を計測する。

27



政策コスト分析（続き）

• 地方道路公社への応用

地方道路公社（39社、地方有料道路は13７
路線：平成17年4月時点で有料事業として供
用されていた路線）

• 地方道路公社を分析対象にした理由

①これまでデータの制約上、分析対象になっ
てこなかった

②サンプル数がある程度あるので、政策コス
ト額の要因分析を行いやすい

＊この分析の詳細は赤井（2010）に掲載 28
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政策コストの計測（１）

• 政策コスト計測の手順
・対象とする地方道路公社は39社（地方有料道路は13７路線：
平成17年4月時点で有料事業として供用されていた路線）

・手順②：機会費用（B）（道路公社の出資団体である都府県・市
からの出資金の利払軽減効果）を計測する

・手順①：それぞれの有料道路の供用開始年度から事業費
の償還が終了する時点（料金徴収期間終了時点）までの収
支差の累計値を平成17年度に現在価値化した額（A）を求
める。

⇒事業費の償還が終了した時点で黒字または赤字の額が
どの程度発生するのかを示す
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政策コストの計測（２）
・政策コスト計測の手順（続き）

・機会費用はそれぞれの有料道路の平成17年度時
点での出資金を長期の国債で運用した場合の利息
で計算する。

・機会費用（OC）を、出資金額(M)を、利子率(r)を、
国債の運用期間(T)を期間とする

r
r

r
r

r
rM

r
Mr

r
rMOC

T

1
1

11

11 2

2 (1)

rMOC
T
lim (2)
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政策コストの計測（３）

• 政策コスト計測の手順（続き）

・手順③：料金徴収期間終了時点でのそれぞれの道
路における損失補填引当金の額を平成17年度の価
値に割引き、公社毎に足し合わせた額（C）を計算。

・これは、実質的な公社の負担を軽減させるものとみ
なす。
＊損失補填引当金制度：一般有料道路事業が経済状況の変動やそ
の他やむを得ない事由によって予期しない損失を生じた場合におい
て、これらの損失を補填することを可能とし、事業の安定的運営を確
保するもので、損失発生の危険性が不可避であるとすれば、同一路
線内において危険負担の年度間の平均化を行い、路線相互間におい
ては危険負担の分散を行なうことを目的とした制度
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政策コストの計測（４）

• 政策コストの計算

・政策コスト

＝（A）収支差＋（B）機会費用－（C）損失補填引当金

＊計算結果は資料を参考。

・注意点：政策コスト額（順位）と都府県内・市内の人口、標準財
政規模には正の相関。

⇒負債額と政策コスト額はともに総額の値と都府県内・市内の
人口1人当たりの額にした値、標準財政規模で割った値（順位）
に基準化したものも確認する必要あり。
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2008年6月23日日経新聞3面

推計された公社別の政策コストに関しては、赤井伸郎(2010)参照
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政策コストの計測結果

路線延長
（km）当たり
負債合計額

順位

収支差累
計額の

割引現在
価値

（正味現
在価値）

出資金の
機会費用

公社の損
失補填

引当金実
績の現在
割引価値

政策コスト

(A) (B) (C) （A+B-C）
1 青森県道路公社 30,206 17 918.11 27 210 12 8.59 15 16760 181 4886 12055 8
2 宮城県道路公社 62,504 10 2,133.25 11 265 9 14.91 8 0 392 13362 △ 12970 39
3 山形県道路公社 5,130 35 1,603.27 21 42 34 1.72 36 1491 15 224 1282 23
4 福島県道路公社 11,877 29 144.85 39 57 30 2.66 31 6010 29 2702 3338 20
5 茨城県道路公社 42,695 13 1,940.67 14 143 18 8.12 16 12733 210 6174 6769 14
6 栃木県道路公社 22,510 22 247.36 38 111 21 5.83 19 11468 136 5158 6446 15
7 埼玉県道路公社 32,961 15 1,821.08 16 47 33 3.61 26 26478 237 5562 21153 4
8 千葉県道路公社 75,574 6 1,052.57 25 125 20 9.45 14 20609 318 11998 8929 12
9 東京都道路公社 28,389 19 7,885.70 3 23 37 0.84 37 14809 230 475 14564 7

10 神奈川県道路公社 25,066 21 1,171.31 24 29 36 2.36 32 14671 194 3052 11813 9
11 富山県道路公社 17,042 25 606.49 36 154 16 6.67 18 494 103 3555 △ 2957 36
12 石川県道路公社 64,177 9 693.81 33 549 2 24.18 3 20681 140 9948 10874 10
13 福井県道路公社 12,489 27 790.47 31 152 17 5.70 21 1065 37 876 227 25
14 山梨県道路公社 4,263 37 626.94 35 48 32 1.89 34 685 22 1144 △ 437 30
15 長野県道路公社 70,905 8 1,861.02 15 322 6 15.39 7 10655 394 11021 29 26
16 岐阜県道路公社 11,725 30 1,699.34 18 56 31 2.90 29 4509 51 2314 2245 22
17 静岡県道路公社 29,997 18 1,595.56 22 79 23 4.82 22 13821 182 4766 9237 11
18 愛知県道路公社 251,329 1 2,493.34 7 347 5 23.09 4 63510 1321 40743 24088 3
19 三重県道路公社 6,617 34 719.26 32 35 35 1.80 35 4496 43 1331 3207 21
20 滋賀県道路公社 58,961 11 2,033.13 13 427 4 22.21 5 1339 233 11087 △ 9515 37
21 京都府道路公社 20,658 23 882.81 28 78 24 4.79 23 3947 170 5416 △ 1299 33
22 大阪府道路公社 182,777 2 13,244.68 2 207 13 14.06 9 58452 1586 19297 40741 1
23 大阪市道路公社 54,217 12 38,726.14 1 206 14 7.57 17 4790 62 507 4345 18
24 兵庫県道路公社 175,055 4 2,362.42 8 313 7 19.26 6 58503 996 25966 33533 2
25 神戸市道路公社 181,239 3 4,377.74 5 1188 1 45.91 1 20540 927 32448 △ 10980 38
26 奈良県道路公社 73,205 7 7,625.47 4 516 3 27.72 2 24791 660 8785 16666 6
27 和歌山県道路公社 1,076 39 1,793.59 17 10 39 0.43 39 46 8 238 △ 185 29
28 広島県道路公社 18,794 24 2,349.20 9 65 28 3.78 25 471 114 3507 △ 2922 35
29 山口県道路公社 10,375 31 687.07 34 70 27 3.09 28 2344 109 3279 △ 826 31
30 香川県道路公社 8,913 32 882.45 29 88 22 4.07 24 8855 28 1416 7468 13
31 高知県道路公社 4,796 36 2,085.13 12 60 29 2.06 33 4729 46 411 4364 17
32 福岡県道路公社 82,317 5 2,189.29 10 163 15 10.75 12 33189 545 13254 20480 5
33 北九州市道路公社 7,733 33 3,682.32 6 78 25 3.20 27 0 1 2724 △ 2723 34
34 佐賀県道路公社 26,304 20 1,312.58 23 302 8 12.16 10 7813 156 7633 337 24
35 長崎県道路公社 36,930 14 1,621.17 20 250 11 10.87 11 6768 163 6983 △ 53 27
36 熊本県道路公社 2,812 38 852.19 30 15 38 0.73 38 444 27 613 △ 141 28
37 大分県道路公社 31,285 16 1,664.09 19 259 10 10.74 13 8599 197 4209 4587 16
38 宮崎県道路公社 16,175 26 974.42 26 141 19 5.71 20 7941 54 3952 4042 19
39 鹿児島県道路公社 12,236 28 376.48 37 70 26 2.89 30 3946 124 4919 △ 848 32

標準財政
規模に対
する負債
合計額の

割合
(単位：%)

順位 順位
法人名

負債合計（他人資本）（単位：百万円） 政策コスト（単位：百万円）

負債合計 順位

都府県
内・市内
人1万人
当たり負
債合計額

順位
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政策コストの計測結果
(財政規模に占める割合）
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感応度分析

• 利率次第で、2200億円から、1700億円の幅

36

基準値 1%pointの上昇 2%pointの上昇
r=1.764 r=2.764 r=3.764

政策コスト額（単位：百万円） 221004.9162 197895.0281 170526.9795
基準値からの差額（単位：百万円） 0 -23109.88813 -50477.93672
変化率(単位：％） 0 -10.45673034 -22.84018726

利子率（r）
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地方道路公社における政策コスト
の要因分析（１）

・地方道路公社がより効率的な有料道路の運営を行い、
出来るだけ将来負担を減らすための参考になるよう、
地方道路公社別のデータを用いて運営の業績に何
が影響を与えているのか、その要因を確認する。

・被説明変数は、政策コストを採用
・検証課題
①公社の有料道路運営上の特徴が与える影響
②地方道路公社の経営改善への取組が与える影響
③有料道路沿線の自然環境が与える影響
④有料道路沿線地域の道路整備状況が与える影響
⑤有料道路沿線の経済状況が与える影響
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地方道路公社における政策コスト
の要因分析（２）

• 計測方法：OLS
• 推定式

ii XcY 0

添え字i：それぞれの地方道路公社（39社）
Y：各地方道路公社の政策コスト
X：政策コストに影響を与える要因を表す変数の行列

：誤差項を表す変数でありi.i.d.を仮定
：本稿で着目する要因に関わる係数ベクター

Ｃ０：定数項の係数スカラー

（４）
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地方道路公社における政策コスト
の要因分析（３）

・被説明変数

観光路線の償還対象事業費割合＜＝運営上の特徴

情報公開条例・要綱設置の有無ダミー＜＝経営改善
への取組

道路延長当たりの償還対象事業費（単位：百万円／
㎞）＜＝運営上の特徴、自然環境

総面積当り地方有料道路以外の道路延長（単位：㎞
／100k㎡）“＜＝道路整備状況

人口当り財政規模（単位：百万円／千人）“＜＝経済
状況
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データとその出所
変数名 定義 出所

被説明変数 政策コスト（単位：百万円） 本稿の第3節で計測

観光路線の償還対象事業費割合

（観光路線＋観光・生活路線の償還対象事
業費割合）
／（観光路線＋観光・生活混合路線＋生活
路線の償還対象事業費割合）

道路の区分：国土交通省情報公開請求資料
有料道路の路線毎の償還対象事業費
：各地方道路公社が作成した資料
『平成17年度収支予算の明細（道路版）（計画と実績）』

情報公開条例・要綱設置の有無ダ
ミー

平成13年度までに情報公開条例・要綱設
置有＝１、
平成13年度までに情報公開条例・要綱設
置無＝０

『第三セクター等の状況に関する調査結果の概要』

道路延長当たりの
償還対象事業費
（単位：百万円／㎞）

償還対象事業費の公社合計
／有料道路延長の公社合計

各地方道路公社が作成した資料
『平成17年度収支予算の明細（道路版）（計画と実績）』

総面積当り地方有料
道路以外の道路延長
（単位：㎞／100k㎡）

（道路実延長-有料道路延長の公社合計）
／総面積

都府県ならびに市の道路延長
：『道路統計年報　2007年度版』
市の総面積
：『統計でみる市区町村のすがた2007』
都府県の総面積
：『統計でみる都道府県のすがた2008』

人口当り財政規模
（単位：百万円／千人）

標準財政規模／総人口

標準財政規模：『平成17年度　都道府県決算カード』、
『平成17年度　市町村決算カード』
市の道路延長・総面積
：『統計でみる市区町村のすがた2007』
都府県の総面積
：『統計でみる都道府県のすがた2008』

説明変数
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記述統計

変数名 平均（Mean） 標準偏差（Std.Dev.） 最小値（Min） 最大値（Max）
政策コスト（単位：百万円） 5819.50 11029.53 -12970.11 40741.02
観光路線の償還対象事業費割合 0.46 0.43 0 1
情報公開条例・要綱設置の有無ダミー
（有＝１、無＝０）

0.89 0.31 0 1

道路延長当たりの償還対象事業費
（単位：百万円／㎞）

2876.27 3395.61 146.98 15898.55

総面積当り地方有料道路以外の道路延長
（単位：㎞／100k㎡）

487607.45 337348.05 174073.63 1777475.40

人口当り財政規模（単位：百万円／千人） 2085330.02 446411.67 1210813.77 2909940.73
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推定結果（係数の値）

推計モデル

被説明変数

定数項 -1642.416 ＊＊

(-2.30 ）

観光路線の償還対象事業費割合 480.05 ＊＊

（2.65 ）
情報公開条例・要綱の設置の有無ダミー
（有＝１、無＝０）

-390 ＊

(-1.89 ）
道路延長当たりの償還対象事業費
（単位：百万円／㎞）

0.19 ＊＊＊

(6.91 ）
総面積当り地方有料道路以外の道路延長
（単位：㎞／100k㎡）

0.0014 ＊＊＊

(3.98 ）

人口当り財政規模（単位：百万円／千人） 0.0005 ＊

(1.86 ）

R-squared 0.51

Adj R-squared 0.40

注：（　）はt値を表わし、それぞれ***は１％、**は5%、*は10%の有意性を表わす。

政策コスト（単位：百万円）
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推定結果の特徴

・地方道路公社の政策コストは

観光路線の多さ（事業費で見た場合）

道路整備にかかる費用の多さ（自然環境）

周辺道路の整備状況

情報公開 →負の影響

・→地域状況は大きな要因、情報公開による住民からのガバ
ナンスが有効

正の影響
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実証まとめ

• 全国の地方道路公社が運営する有料道路事業に
対する政策コスト分析を初めて行なった。

⇒財務諸表では明らかではない、今後予測される財
政負担も示すことで、それぞれの公社の透明性を向
上することに貢献。

• 政策コストに与える要因による今後のあり方。

⇒観光リスクや競合路線の整備、自然環境、財政規
模といった有料道路を取り巻く環境のほか、情報公
開というガバナンスの重要性を示唆。
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効率的で効果的な道路整備に向けて：道路公社のあり方

• 説明責任

• 分析結果より、問題の背後には、時代の変化(観光道路）リスクへの認識の甘さ、
住民への説明責任の逃避（説明が不十分）の課題が見られる。

• 国交省では、特措法の関係で、許可・無利子貸付を行う状況から、毎年、道路の
利用状況、将来収支を調査しているため、情報は整備されている。ただ、公表が
十分になされていないため、外部からの評価による収支改善にむけたガバナン
スが不十分。

＝＞不採算時の国交省の責任が曖昧=>許可時の判断に甘えは無いか？

＝＞すべての決定過程、収支を毎年公開して、外部評価や分析が出来る状況を整
備すべきではないか？=>健全化法による将来負担比率の公表（ただし、限定
的）

• 民間活力の導入

• 住宅に比べ、道路インフラへの民間活力導入は進んでいない。その分、余地は
高いと思われ、かつ道路に掛かる債務の大きさを考えるとインパクトも大きい。道
路整備資金に補助金が含まれているという設立経緯や無料開放原則などの制
約で民間への資産の譲渡は困難であるが、（料金徴収期限までの）一定期間の
長期包括民間委託などの形式は利用可能なのでは？単なる委託ではなく、リス
クを分担する形で民間活力導入をはかる可能性はあるのではないか？たとえば、
将来の道路利用者のリスクを民に与える方法として、資産そのものでなく、将来
収入の全額または一部の獲得権を販売し、その対価により一気に債務処理を行
う方法も考えられるのではないか？
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地方道路公社の負債に係る一般会計等負担見込額について

● 地方道路公社の負債のうち、当該道路公社の財務内容その他の経営の状況を勘案して、当該道路公社を設立した地方公共団

体の一般

会計等において実質的に負担することが見込まれる額を、将来負担額として将来負担比率に算入（法2Ⅳへ、令6、則12Ⅰ）。

● 以下の①「負債額」から②「償還財源見込額」を控除した額を、将来負担比率に算入する将来負担額（①－②）とする。

● 共同設立法人である場合は、地方道路公社に対する出資割合等により案分した（①－②）の額をそれぞれの将来負担額とする。

● 将来負担比率の対象となる地方道路公社の負債の額のイメージ

地方道路公社の

前年度末時点における

借入金残高

地方道路公社が

当該年度以降に借り入れる

ことが見込まれる借入金の額

※右②イ・ロにおける将来の支出見込額が、
将来の収入見込額を上回る場合における

当該上回る額。

設立団体からの
長期借入金等（控除）

ロ

イ
以
外
の
業
務

収入実績額（過去３か年平均）

―
支出実績額（過去３か年平均）

× 業務実施見込期間

イ

道
路
特
措
法
上
の
業
務

借入金の償還に充てることが
できる道路事業損失補てん引当

金

計画上の収入見込額
×（収入乖離率）

―
計画上の支出見込額

×（支出乖離率）

将来負担額

国土交通大臣に提出している「収支予算の明細」
上の将来の収支見込額を、過去３か年度の収支
実績に基づく乖離率により補正し、償還財源見込
額算定。

過去３か年度の収支実績額の平均額をもとに、
償還財源見込額を算定。

①
負
債
額

②
償
還
財
源
見
込
額

9



(財源保障をベースとした）改革に向けた動き

• 民間活力の導入案：青森の記事

• レベニュー債の限界

• 三セク改革債の活用による早期解散

• 道路公社の解散事例と処理方法、特徴

• 今後予想される動き

47



民間活力の導入案：青森の記事
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レベニュー債の限界

• 財源保障がなされていない米国の場合と違
い、日本では、地方債は財源保障の下で金
利が決定されている。

• 現在の低金利下では、その金利を下回る金
利を付けるような優良物件はほとんど存在し
ない。

• また、道路は、将来の道路需要を考えるとリ
スクが多い投資であり、到底、金利調達にお
けるレベニュー債のメリットは出てこない。

49



逆の発想。

• 地方債金利＜レベニュー債金利、さらに、も
ちろん、地方債金利＜借入金利である。

• これを逆に見れば、借入を地方債化すること
は、金利軽減のメリットがある。

• また、存在意義が乏しくなっている公社（特に
土地開発公社）による借入は、自治体からは
、不透明な負担であり、組織再編を妨げる。
地方債化は、ガバナンス・透明性・行政組織
改革の視点からも、望ましい場合が多い。
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三セク改革債の活
用による早期解散
• 3セク債の発行状況

51
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道路公社の解散事例と処理方法、特徴



近年解散した（解散予定）道路公社一覧

岡山県道路公社 （平成18年3月31日）

愛媛県道路公社 （平成18年3月31日）

東京都道路公社 （平成22年3月31日）

和歌山県道路公社（平成22年7月31日）

大分県道路公社 （平成23年1月31日）

香川県道路公社 （平成23年3月26日）

山口県道路公社 （平成24年3月：予定）

岐阜県道路公社 （平成25年3月：予定）
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事例紹介①：処理方法と特徴

• 岡山県道路公社 （平成18年3月31日）

・処理方法：早期償還（岡南大橋は16年、水
島玉島産業有料道路は1年繰り上げ）

→未償還分約１２億円は公社の約30億円
の内部留保で清算

・特徴：①通行料がネックになり、国道２号や
近くの市道の交通渋滞を招く一因になってい
た。

②借入金の返済のめどがついた
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事例紹介② ：処理方法と特徴

• 愛媛県道路公社 （平成18年3月31日）

・処理方法：早期償還（2年繰り上げ）

→ 未償還金31億5000万円（市中銀行借
入金が２８億６６００万円、県出資金が２億８４
００万円）に対して県が「西海有料道路無料
開放負担金」として負担
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事例紹介③ ：処理方法と特徴

• 東京都道路公社 （平成22年3月31日）

・処理方法：都税41億円で繰り上げ償還（稲
城大橋）

・特徴：①利用者低迷が原因

②平成19年度末時点で161億円の借り入
れ総額（約248億円の事業費）のうち、59億
円が未償還だった。

③事業収入は約4億円の赤字だが、平成
20年度に返済金が約19億円になるため、約
15億円の赤字。
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事例紹介③(続き) ：処理方法と特徴

④今後の業績改善が見込めなかった。

⑤平成20年7月に無料化実験を行った際に、
周辺道路への影響が少なかった。

（補足）平成19年度（6月1日）に無料開放した「
ひよどり山有料道路」の場合

①平成19年度に約69億円の未償還額を知
事査定で一括返済

②平成17年3月に無料化実験を行ったもの
の、当初見込みの40％の通行台数
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事例紹介④ ：処理方法と特徴

• 和歌山県道路公社（平成22年7月31日）

・処理方法：県からの借入金と出資金（6億
4300万円）を補助金として県が負担（紀の川
河口大橋）

→国と地方公共団体金融機構からの借入
金総額8億5600万円は返済済み

・特徴：①利用者低迷（約2700台通行）

②通行料がネックになり、紀の川大橋（約5万
台通行）等の交通渋滞を招く一因だった。

③県行財政改革推進本部が廃止を検討
58



事例紹介④(続き） ：処理方法と特徴

（補足）平成15年度（10月1日）に無料開放し
た「高野龍神スカイライン」の場合

①平成15年度に約273億円の貸付金額と同
額で県が買収、県への負債返済へ充てた（7
年繰り上げ）

②273億円は出資金と公社から金融機関へ
の償還金を県が貸し付けていた額

③料金の値上げ（片道1500円→2090円）も
平成4年度までは交通量伸びで収入増につ
ながったが、その後は低迷

④国等へ貸付金の返済は14年度までに終了59



事例紹介⑤ ：処理方法と特徴

• 大分県道路公社 （平成23年1月31日）

・処理方法：①建設費の未償還額41億円

（＋有料ゲート撤去等の費用3億円）は内部
留保（ 約31億円）と国の経済危機対策臨時
交付金（約12億円）を活用

②県の出資金約110億円は貸倒

③大野川大橋有料道路と大分空港道路は
約10年、米良有料道路は約12年の繰り上げ
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事例紹介⑤(続き） ：処理方法と特徴

・特徴：①周辺道路の渋滞緩和と大分空港の
利便性向上（ホーバーフェリー廃止を受けた
対策）を無料化が目的

②米良有料道路は迂回路が出来た平成12
年度から計画交通量を満たさなくなった

③料金徴収を続けても、返還額は半額程度
と判断
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事例紹介⑥ ：処理方法と特徴

• 香川県道路公社 （平成23年3月26日）

・処理方法：①出資金（15億6000万円）と貸
付金の合計（103億円の建設費）のうち、未
償還額81億円は県（一般財源）からの補助
金で償還（高松坂出有料道路）

・特徴：①無料化により10年間で約109億円
の費用便益効果があると試算
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事例紹介⑦ ：処理方法と特徴

• 岐阜県道路公社 （平成25年3月：予定）

・ 処理方法：①解散予定の年度末で45億円
の負債（借入金）見込みに対し、出資金（約
28億円）と無利子貸付金（約9億円）を放棄（
島大橋、長良川右岸道路、長良川リバーサイ
ド）

②残り約8億円は第3セクター等改革推進債
を活用して返済する方針。

・特徴：①利用の伸び悩み（例、長良川右岸道
路では平成20年度で計画の16.7％の通行
車両台数） 63



事例紹介⑦(続き） ：処理方法と特徴

（補足）平成17年度（10月10日）に無料開放し
た「中津川有料道路」の場合

①昭和59年に開通（建設費26億5000万円）

②計画を上回る交通量（1日平均約2000台）
を維持し、建設費の償還が早まり、無料開放
が4年半繰り上がった

③生活、観光の主要路線で、市民から無料開
放を求められていた
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今後予想される動き
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今後の動き

• （現状）償還終了時点まで有料道路を運営し
ても、「未償還金」が発生する恐れあり

例①那須甲子道路（平成20年9月1日無料化
）→17億7858万円の未償還金

例②茨城県道路公社

→これまでは黒字路線からの赤字補てんが
出来たが（「公差制度」）、黒字路線の無料化
に伴い、赤字対策が急がれる（平成25年度
に債務超過に陥る可能性あり）
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今後の動き１

• （対策①）全保有道路の早期償還により道路
公社を廃止

１）石川県道路公社（平成25年4月を予定）

：県からの出資金、負担金（約135億円）を
全額放棄

２）福井県道路公社

：約29億円の累積債務に対し、公社の廃

止を検討中
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今後の動き２

• （対策②）道路の償還期間延長（公社は存続
延長）

⇒青森県道路公社（県有料道路経営改革推
進会議）で、みちのく有料道路を対象に検討

• （対策③）道路により早期償還と償還期間延
長を使い分ける（公社は存続延長）

⇒滋賀県道路公社で、近江大橋の延長を検
討
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今後の動き３

• （対策④）「維持管理有料制度」

⇒福島県道路公社で、磐梯山ゴールドライン
、磐梯吾妻レークラインの維持管理費の大き
さから、償還期間延長とともに検討中

• （対策⑤）国への移管（公社は廃止）

⇒宮城県道路公社（県出資団体等調査特別
委員会）で検討中
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